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アメリカのコミュニティカレッジにおける
学士号授与をめぐる動向とその意義
～コミュニティカレッジの多様なミッションとの関連の中で～
The Trend of Bachelor Degrees from Community Colleges in America and  
its Significance : In Relation to the Diverse Missions of Community Colleges
浅　田　昇　平
Shohei ASADA
　本論文はアメリカのコミュニティカレッジが有する多様なミッションの実態とその生成要因
について検証するとともに、コミュニティカレッジで学士号を授与する新たな政策動向とその
意義を分析することを課題とする。地域、州からの多様な要請に「ミッション」として応え続
けることは、個別経営体としてのコミュニティカレッジの存続を図るための現実的な手段であ
る。だが、これには、各コミュニティカレッジが、それが立地する地域や州の様々に変容して
ゆく要請に応え続けることの現実的な難しさが確認された。そして、学士号をコミュニティカ
レッジが授与するという「新たなミッション」により、特定の職業分野に特化した学士号レベ
ルの労働力養成という地域、州からの要請に応えるとともに、アメリカ社会で 4 年間の高等教
育を受ける機会の拡大をもたらすことができる。しかし、これらのことに加えて重要なのは、
地域性の強い職業教育のミッションにおけるプログラムで、コミュニティカレッジと 4 年制大
学の間で、あるいはコミュニティカレッジ間で地域的な調整が政策的に行われている点である。
特定エリア内における高等教育機関の間での教育内容の調整機能としてその意義は大きい。
キーワード；コミュニティカレッジ、ミッション、編入教育、職業教育、学士号授与
1 ．コミュニティカレッジのミッションの多様性とミッションのあり方に関する論議
　コミュニティカレッジのミッションの多様性
　本論文の課題は次の通りである。最初にアメリカのコミュニティカレッジが有する多様なミ
ッションの実態を確認した上で、それらが生成する要因について検証する。そして、コミュニ
ティカレッジにおいて学士号を授与するという今日の新たな政策動向を整理するとともに、コ
ミュニティカレッジの多様なミッションとの関連の中でのその意義について検討する。アメリ
カのコミュニティカレッジにおける学士号授与をめぐる動向に関する研究は、管見の限りだが
日本では見られない。しかし、その動向を明らかにすることは、特定エリア内における高等教
育機関の間での教育内容のいわば「調整」機能の具体を検討する上で意義は大きいと考える。
　コミュニティカレッジのミッションは、コミュニティカレッジを代表する連邦レベルの団体
であるアメリカ・コミュニティカレッジ協会（American Association of Community Colleges）で
次のように示されている 1）。（筆者訳／以降の米国文献の訳もすべて筆者訳）
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　コミュニティカレッジのミッションは、それが奉仕する地域におけるその多くは成人で
ある人たちに教育を提供することである。ほとんどのコミュニティカレッジは次のような
ことに対する基本的な責任を有している。
　・ すべての学生に平等で公平な待遇を提供するオープンアクセスの入学方針を通して社
会のあらゆる部門に奉仕すること
　・広範囲にわたる教育プログラム
　・コミュニティを基盤とした高等教育機関としてそのコミュニティに奉仕すること
　・教授
　・生涯学習
　コミュニティカレッジとはオープンアクセスをその入学方針とする教育機関である。それは、
コミュニティカレッジで学ぶことを希望する者なら誰に対しても入学試験や一定の教育資格を
課すことなく、しかも安価な授業料でコミュニティカレッジへの入学を認めるものである。そ
こで提供される教育、言い換えれば、コミュニティカレッジがそのミッションとする教育とは
上記にあるようにきわめて「広範囲」にわたるものである。
　実際にコミュニティカレッジのミッションは、各州のコミュニティカレッジが有するべき機
能を定める州法や州マスタープランで規定されている。たとえば、カリフォルニア州ではそれ
は次の通りである 2）。
　カリフォルニア州教育法 セクション 66010.4.
（a）（1） カリフォルニア州のコミュニティカレッジは、主要なミッションとして、学校に
戻ってくる人たちを含めた若い学生や年齢を重ねた学生の双方のために大学学部
前期レベルのアカデミックや職業的な教育を提供しなければならない。（中略）こ
れらの機関は人文科学の准学士号、自然科学の准学士号を授与できる。
　アカデミックな教育と職業的な教育という 2 つのミッションに加えて、リメディアル教育、
「第 2 言語としての英語（English as a second language）」、単位取得とならない成人教育、中等
後教育のレベルで学生が成功するのを支援するサポートサービス（同セクション（a）（2）（A））、
さらに、コミュニティサービス（同セクション（a）（2）（C））を提供することが規定されてい
る。そして、「継続的な労働力の改善に貢献する教育や訓練、サービスを通してカリフォルニア
州の経済成長やグローバルな競争を促進させる」こともまた、カリフォルニア州のコミュニテ
ィカレッジの主要な使命とされている（同セクション（a）（3））。
　すなわち、コミュニティカレッジのミッションとは、ここで例として挙げたカリフォルニア
州を含めて具体的には次のようなものが挙げられる。
① 学部前期 2 年間の高等教育を提供して准学士号を授与すること。そして、これをもとに学生
を 4 年制大学に編入学させること。
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② 職業教育を提供すること。これには、学部前期 2 年間に相当し、したがって、コミュニティ
カレッジの卒業・修了後は 4 年制大学に編入学することもできるプログラムと、そうした高
等教育としての単位の修得を認められない、つまり、高等教育レベルではないプログラム（こ
れは後掲の⑤に位置づけられる場合もある）がある。これは政策的には、州・地域（コミュ
ニティ）経済の成長・発展に資する「労働力開発」の文脈の中で捉えられる。
③ 高等教育レベルである学部前期 2 年間に相当する教育を受ける上での学力が不足していたり、
学習習慣が形成されていない等の学生を対象としたリメディアル教育（補習教育）を提供す
ること。ここでの教育プログラムは学部前期 2 年間の高等教育としてのカリキュラムとは別
に組織されており、したがって、准学士号取得等に要する単位としても認められていない 3）。
④ コミュニティカレッジで学生が学業を継続するのを支援するガイダンスやカウンセリングを
はじめとした学生支援サービスを提供すること。これは、上記③のように学力や学習習慣な
どの点で課題を有し、また、社会的、経済的に不利益を受ける学生（Disadvantaged students）
が 4 年制大学と比較して比率の上できわめて多いコミュニティカレッジにおいて重要なミッ
ションである 4）。
⑤ コミュニティカレッジが立地する地域（コミュニティ）の住民等を対象として彼らの様々な
学習への要望やニーズに応える教育プログラムを提供すること。これは、成人を対象とした
「生涯学習」という文脈で位置づけられたり、移民である人たちのための「第 2 言語としての
英語」が提供されたり、再就職のためのスキルの獲得や資格の取得を目的とした、あるいは
それらが社会福祉プログラムの中に位置づけられた職業教育が行われるなどきわめて多様で
あり、したがって学習期間も様々となっている。
　もっとも、コミュニティカレッジのミッションは固定的なものでは決してなく、新たなミッ
ションが現れ、そしてそれまでのミッションは重要性において変化しながらも、歴史を通じて
様々に変容してきた。コミュニティカレッジは 1900 年代初頭に創設され、そこでは 4 年制大学
の学部前期 2 年間の教育を提供し、4 年制大学に編入することがそのオリジナルなミッション
であった。しかし、早くも 1910 年代には職業教育と労働力の開発というミッションが実施され
ていた 5）。そしてこれが、編入教育と並ぶ今日のコミュニティカレッジの主要なミッションと
なるのは 1960 年代のことである。さらに、コミュニティサービスを提供するというミッション
は 1930 年代にはすでに出現していたが、1970 年代まで重きが置かれることはなかった 6）。
　なお、コミュニティカレッジのミッションをめぐるこのような一連の動向は、州レベルのみ
ならず、各コミュニティカレッジによっても、それが立地する地域性によって実際にはきわめ
て多様な展開が見られる。つまり、同じ州内においても、コミュニティカレッジの中には編入
教育重視タイプ、編入できない職業教育重視タイプがあり、これらの特徴を示すコミュニティ
カレッジには学生特性を含めた地域特性において顕著な相違があることが報告されている 7）。
　編入教育と職業教育という 2 つの主要ミッションに関する論議
　コミュニティカレッジの有するこのような多様なミッションの現状に対して、1980 年代に入
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ると、コミュニティカレッジは特定のミッションにより集中できるようにいくつかのミッショ
ンを整理、縮小するべきことが研究者たちから主張された。ここでの議論の中心になったのが、
コミュニティカレッジのメインとするべきミッションとは、学生が最終的に 4 年制大学で学士
号を取得できるように編入教育を提供することであるのか、あるいは、質の高いアカデミック
な職業教育を提供することであるのか、であった。このことは換言すれば、コミュニティカレ
ッジは、希望するすべての人たちに高等教育を受ける機会を平等に保障することに焦点を当て
るべきであるのか、それとも、企業や産業界のニーズを充足するために労働力開発を提供する
ことであるのかということである。前者は、とりわけ、社会的に不利益を受ける人たちに高等
教育を通した社会的上昇移動を実現させる等、アメリカ社会の不平等の縮小、是正を図る社会
的制度としてのコミュニティカレッジの可能性を前提としている 8）。編入教育と職業教育をめ
ぐるこうした対立構図は、コミュニティカレッジという一
いち
教育機関が有する多様なミッション
の現状に対する疑問と問題関心に関わってコミュニティカレッジ史を通じて強く形成され、今
日にまで至っている。
　編入教育なのか、職業教育なのかという論議は、当然のことながら、個別経営体としてのコ
ミュニティカレッジの現実的な問題がその背景の 1 つにある。すなわち、コミュニティカレッ
ジは他の組織と同様に、限られた資金、時間、エネルギーしか持っていない。言い換えれば、1
つのミッションに奉仕することは他のミッションに利用できる資源の削減を伴うことになる。
だが、このことに加えてコミュニティカレッジの場合、編入教育と職業教育という 2 つの大き
なミッションを提供することはその経営において問題は大きい。すなわち、Dougherty & Townsend
によれば、「職業教育はかなりの費用がかかるものであり、費用があまりかからないアカデミッ
クのプログラム（つまり、本稿では編入教育）で産み出される黒字から費用がかかる職業的な
プログラムを補填することがコミュニティカレッジに必要となる」と指摘されている 9）。
　また、職業教育を重視して提供することにおいては、コミュニティカレッジから 4 年制大学
への編入率を減少させてしまうこともまた懸念される。つまり、コミュニティカレッジで職業
教育プログラムを専攻する学生は、社会的な背景やハイスクール段階の学力レベル、教育的・
職業的な意欲の違い等の結果として、アカデミックなプログラム（本稿では編入教育プログラ
ム）を専攻する学生ほどには 4 年制大学に編入をしていないことが報告されてきた 10）。このこ
とは、アメリカ社会に内在する不平等の縮小、是正を図ることをその制度的使命とするコミュ
ニティカレッジがもつ社会的意義を根底から揺さぶる問題でもある。
　これら 2 点を要約すれば、編入教育と職業教育という 2 つの大きなミッションのいわば「両
立性」は本来的には課題が大きいものとしてこれまで認識されてきたと言える。
2 ．コミュニティカレッジの多様なミッションの要因
　前節ではコミュニティカレッジのミッションとは多様であることを見てきた。このことは、
コミュニティカレッジにおいては、ある特定のミッションに関連して他の様々なミッションの
相対的な位置づけが変化する形でその経営が行われてきたと指摘できる。
　それでは、どのような要因によってコミュニティカレッジのミッションは形成され、あるい
アメリカのコミュニティカレッジにおける学士号授与をめぐる動向とその意義
101－ －
はミッション間の位置づけが変容するのか。この点に関して、Brint や Karabel、Dougherty らの
研究ではとくに「職業教育」のミッションに焦点が当てられて検証されている。それらを整理
すると、主として次の 2 つの要因が挙げられる。
　それは第一に、コミュニティカレッジのミッションの形成、変容における外部、とりわけ企
業の需要の相対的な重要性である。コミュニティカレッジ外部の社会的な変化や需要はコミュ
ニティカレッジのミッションを形成する上で重要な役割を果たしてきた。すなわち、職業教育
を通じた労働力開発と経済の成長・発展というミッションの興隆は、地域経済、州経済の構造
の変化に直接関連しており、それはコミュニティカレッジへの企業や学生からの新たな職業上
の知識やスキルを求める需要を増加させることとなってきた。
　そして第二として、政府当局者やコミュニティカレッジ指導者の「利己心」もまた、コミュ
ニティカレッジの新たなミッションの形成において重要な役割を果たしてきた。政府当局者は、
経済の成長、発展を推進することで彼ら自身の政治的な人気と当選可能性を高める手段として
労働力開発、経済成長を重視してきた。そして、コミュニティカレッジ指導者たちは、4 年制
大学と比較して高等教育機関としての「威信」等の点で社会的評価が脆弱とされるコミュニテ
ィカレッジの高等教育の中での「ニッチ」を確立すること、企業や政府当局者からのコミュニ
ティカレッジへの支持を確保し、高めること、あるいはそれによって新たな財源を彼らから引
き出すこと等を目的として、同様に労働力開発、経済開発を重要視することとなる 11）。
　また、コミュニティカレッジのミッションを形成する上での政府当局者やコミュニティカレ
ッジ指導者のこうした傾向性は、教育機会の促進と地域（コミュニティ）が有するニーズへの
奉仕という点で成人教育、生涯学習を含めたコミュニティサービスのミッションの開発におい
ても検証されている 12）。
　そして、前掲の Dougherty & Townsend は、コミュニティカレッジが多様なミッションを廃し、
どれか特定のミッションに焦点化することの現実的な可能性について、次のように指摘してい
る 13）。
　ミッションを狭めることは意味があるのかもしれないが、それは起こりそうにない。1
つの理由は、コミュニティカレッジは幅広い多目的な機能本位のミッションのポートフォ
リオからあまりにも多くの利益を得ているからである。幅広いポートフォリオによってコ
ミュニティカレッジは多くの異なる社会的利益に奉仕し、これによって幅広い公共や政府
の支援を集められる。それはまた、経済的、政治的な不確実性からコミュニティカレッジ
を守ることになる。もし 1 つのミッションが支持を失っても、別の機能のミッションがそ
の埋め合わせをすることができる。
　すなわち、コミュニティカレッジが奉仕する「地域」の政治的、経済的、社会的な流動性は
個別経営体としてのコミュニティカレッジが担うミッション（そして、各ミッションのもとで
の教育プログラム）の多様性を生み出してきた。言い換えれば、地域からの多様な要請にコミ
ュニティカレッジが「ミッション」として応えることは、コミュニティカレッジの個別経営体
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としての存続を図るための現実的な手段であると言える。
　そして、このことは編入教育、職業教育という 2 つの主要ミッションに関してもそれぞれ同
様に見受けられる。それは、まず編入教育においては、希望するすべての人に高等教育を受け
る機会を保障するべく、コミュニティカレッジはオープンアクセス、すなわち全入を認め続け
るべきであるという論議に対して、コミュニティカレッジは高等教育機関としてのアカデミッ
クなエクセレンスを保持することを志向するべきであるとする論議である。これは、高等教育
における平等と質という相反的な 2 つの方向性のいわば「両立」をいかに実現させるのかとい
う問題である。もっとも、ここでは各コミュニティカレッジが奉仕する「地域」においてでは
なく、広く全米的な規模で全入と同時に高等教育機関としての質（エクセレンス）を維持する
ことが志向され、結果としてミッションの他の 1 つであるリメディアル教育（補習教育）が並
行して実施されていくことになる。それは、コミュニティカレッジに入学する学生がそこで学
部前期 2 年間を学び、4 年制大学に編入学をして最終的に学士号を取得することで一定の社会
的、経済的なステータスを獲得することによって、コミュニティカレッジが社会的不平等の是
正を図る社会的制度としての意義を果たすとともに、高等教育における平等と質の「両立」を
図るものともなる。
　そして、特に職業教育では、コミュニティカレッジが奉仕する「地域」の状況によって大き
な影響を受けてきた。1980 年代にコミュニティカレッジは、職業教育を中心として州・地域経
済を支える施策の中心として位置付けられた。企業は、コストを節減するための手段として労
働者の訓練の外注先を求めていた。他方で州政府は、企業による投資を維持したり、企業を自
らの州に引きつけるために労働者訓練を外注で提供する機関に積極的に補助金を供給した。こ
うした企業、州政府の方向性の中でコミュニティカレッジは、学生数（受講者数）の増加とそ
れに伴う収入増、政治的なコネクションの獲得の手段としてコントラクト・トレーニングを積
極的に実施した 14）。このコントラクト・トレーニングとは個々の企業の有する労働力ニーズご
とに特別にカスタマイズした職業教育プログラムであり、その多くは単位修得にはならないプ
ログラムとして実施されている 15）。
　だが、2000 年代に入ると、「ニュー・ボケーショナリズム（New Vocationalism）」という概念
とともに労働力養成において、エントリーレベルの職業技術水準の仕事よりもその職業分野の
さらに発展的な教育レベル、具体的には学士号レベルへと学生を準備させることを重視する傾
向が強まっていく。それは、健康サービスや情報テクノロジーをはじめとする「ニュー・エコ
ノミー」と呼ばれ、拡張しつつあった職業分野で見られ、これらのプログラムを修了した学生
に雇用の機会と経済的な見返りがもたらされるようになっていた 16）。言い換えれば、学士号レ
ベルの職業教育ニーズが高まってきたのである。
　また、Jacobs & Dougherty によれば、企業は、職業現場での知識やスキルではなく、学位を、
それもコミュニティカレッジを卒業して取得できる準学士号ではなく、4 年制大学の学士号の
取得をますます多く要求してきたという。すなわち、企業は、重要なマイルストーンを終える
ための労働者の意欲のシグナルとして、また、仕事に関連する訓練をこれからさらに受けられ
うる能力を示す指標として特に学士号を認識してきたのである 17）。そして州政府も、コミュニ
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ティカレッジの準学士号ではなく、4 年制大学の学士号の取得者数を増やす施策に取り組むよ
うになってきた。その背景として、たとえば、学士号の取得者数を増やすことで、ハイテク企
業を州に誘致するための競争力を獲得することが挙げられる 18）。
　このように現在コミュニティカレッジにおいて、編入教育のミッションだけでなく、職業教
育分野や労働力養成のミッションでも、4 年制大学の学士号を取得することが要請されてきた
のである。
3 ．コミュニティカレッジにおける学士号授与の動向
　このように、いわば、コミュニティカレッジにおける高等教育としての機能強化という方向
性の 1 つの具体策として、本来は 4 年制大学が授与する学士号をコミュニティカレッジが授与
するという「新たなミッション」の動向がある。それは 1989 年のウェストヴァージニア州から
始まり、1990 年代に 7 州、そして 2000 年代以降は 15 州、合計して現在 23 州がコミュニティ
カレッジで学士号を授与することを州法等で規定している 19）。
　しかし、その実施形態には各州において一定の制限が設けられている。フロリダ州とワシン
トン州を除く 21 州が実際には州内でわずか 4 校以下のコミュニティカレッジでしか学士号を授
与していない。言い換えれば、学士号プログラムを提供できるコミュニティカレッジの校数、
そして、1 校のコミュニティカレッジが提供できる学士号プログラムのタイプと数は厳格に制
限されており、州は認可のプロセスや基準を明示し、規制を行っているのである。
　具体的には、ECS（Education Commission of the States）が 2015 年に実施した調査によると、
コミュニティカレッジでの学士号授与を規定する州の施策には、基準とも言える 7 つのコアと
なる要素（core element）があり、ほとんどの州はこれらの中のいくつかの基準をもとに施策を
実施しているという。それは次の通りである。これらは後で見るカリフォルニア州の事例にお
いても反映されている。
① 学士号プログラムを提供するコミュニティカレッジの立地場所（類似のプログラムを提
供するコミュニティカレッジへの近さ）
②参入するコミュニティカレッジの校数
③学士号プログラムの数とタイプ
④雇用者や学生のその学士号プログラムへの需要
⑤認可のプロセス
⑥コストに伴う効果あるいは利用できる財源
⑦データの収集と報告 20）
　コミュニティカレッジで学士号授与を認めることには、その利点を検証した文献 21）を整理す
ると、主として次の 2 つの効用がある。
　それは第一に、そのコミュニティカレッジが立地する地域が抱える労働力需要に応えるとい
う点である。コミュニティカレッジは、変化する産業界の動向とニーズ、あるいは特定の職業
分野における雇用の需要と供給の変動に応じてその教育プログラムを開発したり、柔軟に修正
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してきたことは、コミュニティカレッジのミッションの多様性、その中でも特に職業教育、労
働力開発のミッションにおいてこれまで見てきた通りである。そして、前節のようにアメリカ
の労働市場が学士号レベルの労働者を求める現在の動向の中で、特定の職業分野に特化した学
士号プログラムを設置することは、コミュニティカレッジがこれまでと同様に地域からの要請
に応えるための 1 つの手段と言える。
　そして第二として、近隣に 4 年制大学がない等の地理的環境や経済的・生活上の諸条件のた
めに 4 年制大学に進学（入学）、編入学ができない人々に 4 年間の高等教育機会を保障できるこ
とが挙げられる。4 年制大学と比較しての安価な学費、多様な学生、学習者の生活や就労上の
条件にも応えられる柔軟な科目スケジュール、基本的に「自動車で 1 時間以内」の通学環境な
どのコミュニティカレッジの特性が 4 年間を通じて継続されることになる。これらのことは、
アメリカ社会において社会的、経済的に不利益を受けてきた学生に高等教育を受ける機会を拡
大し、もしこれがなかったら高等教育を受けることを想定できなかった人々にもその機会を拓
かせることになりうるのである。
　具体的な事例としてカリフォルニア州を見る。それは、同州におけるその制度化の動きを分
析することは、本稿の課題である、特定エリア内での高等教育機関の間の「調整」機能の具体
を検証する上で有益な視角を提供してくれると考えるからである。
　カリフォルニア州で学士号を授与するコミュニティカレッジとそこでの学士号プログラムの
分野を示すと、それは表 1 の通りである。コミュニティカレッジが新たに学士号を授与するこ
とに対して同州コミュニティカレッジ理事会の会長である Geoffrey L. Baum は、「これは、4 年
制の学位（※すなわち学士号（筆者が付記））をもつ労働者をより多く必要としている経済のニ
ーズに対応した、私たちのミッションの適切な拡張である」と述べている 22）。すなわち、同州
で 2014 年に立法化された州法は、カリフォルニア州立大学、カリフォルニア大学と協議して、
州コミュニティカレッジ理事会が州内の 15 のコミュニティカレッジ学区（以下、「学区」と略
記）で学士号を授与することを認めるパイロットプログラムを規定した（上院法案（Senate Bill）
第 850 号、カリフォルニア州教育法 78040 条）。各学区が学士号プログラムを提供できるのはそ
の学区内の 1 校のコミュニティカレッジ（しかも 1 種類のみ）に限定されており、そして、そ
の学士号プログラムは、その地域経済において未だ充足されていないが、きわめて高い労働力
需要があること、さらに、近隣のカリフォルニア州立大学、カリフォルニア大学でそれが提供
されていないことが条件となっている。
　このパイロットプログラムへの実際の選定、認定のプロセスでは、34 の学区が申請を行い、
そして、州コミュニティカレッジ理事会のスタッフ、ビジネス界や労働界のメンバー、今回申
請をしていない学区のコミュニティカレッジの管理者や教員、スタッフで構成されるチームに
よってその申請内容が審査され、最終的に、表 1 に示すように合計 15 のコミュニティカレッジ
における学士号プログラムがパイロットプログラムに選定されることとなった。この選定のた
めの基準には、パイロットプログラムの地理的な分布や多様性、申請している分野で厳格なプ
ログラムを学区が設置できる能力の有無、さらには、そのプログラムが、未だ充足されていな
い地域あるいは州全体の労働力需要に応えるものになるのかどうかが含まれる。実際に、合計
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15のパイロットプログラムの選定にあたっては、サンタ・モニカカレッジ（Santa Monica College）
のインタラクション・デザイン、リオ・ホンドカレッジ（Rio Hondo College）の自動車テクノ
ロジーという 2 校のコミュニティカレッジから申請された学士号プログラムが、カリフォルニ
ア州立大学との重複に関わって最終認定の前に「保留」とされ、継続審査とされた（もっとも、
この 2 か月後に他の 1 つの学士号プログラムを加えて双方とも選定され、認定されている）23）。
表 1　 カリフォルニア州で学士号を授与するコミュニティカレッジとそこでの学士号プログラムの
分野
認定年月日 コミュニティカレッジ名 学士号プログラムの分野
2015 年 3 月 アンテロープカレッジ（Antelope Valley College） 機体製造技術
ベイカースフィールドカレッジ（Bakersfield College） 工業オートメーション
シプレスカレッジ（Cypress College） 葬式業科学
フェザー・リバーカレッジ（Feather River college） 馬産業・牧場経営
フットヒルカレッジ（Foothill College） 歯科衛生学
ミラ・コスタカレッジ（Mira Costa College） 生物製造業
モデストジュニアカレッジ（Modesto Junior College） 呼吸ケア
メサカレッジ（Mesa College） 健康情報マネジメント
サンタ・アナカレッジ（Santa Ana College） 職業的研究
シャスタカレッジ（Shasta College） 健康情報マネジメント
スカイラインカレッジ（Skyline College） 呼吸ケア
ウェスト・ロサンゼルスカレッジ（West Los Angeles College） 歯科衛生学
2015 年 5 月 リオ・ホンドカレッジ（Rio Hondo College） 自動車テクノロジー
サンタ・モニカカレッジ（Santa Monica College） インタラクション・デザイン
ソラノコミュニティカレッジ（Solano Community College） バイオテクノロジー
※ 注釈の 22）および 23）に示す California Community College Chancellor’s Office の文書内容をもとに筆者
が作成した。
結びにかえて
　本稿で明らかになったことを整理すると、それは次の通りである。
　第一に、コミュニティカレッジの有するミッションの多様性と、そうしたミッションの形成、
変容をもたらす要因、メカニズムについてである。すなわち、コミュニティカレッジが立地す
る地域、州からの多様な要請にコミュニティカレッジが「ミッション」として応える、応え続
けることは、個別経営体としてのコミュニティカレッジの存続を図るための現実的な手段であ
った。だが、編入教育と職業教育という 2 つの主要ミッションの間では、各々のプログラムの
運営上のコスト、双方の学生の特徴において顕著な相違が指摘されており、さらに、それぞれ
が背景とする理念（たとえば、社会的平等の実現か、資本主義経済における人材養成の効率化
か）もまたかなり異なっている。そして、職業教育という 1 つのミッションにおいても、州、
地域の経済・政策動向によって労働力養成の「内実」（たとえば、エントリーレベルの職業教育
か、学士号レベルの職業教育か）は多様に変容していた。これらのことからは、一
いち
教育機関で
ある各コミュニティカレッジが、それぞれが立地する地域や州の様々に変容してゆく要請に応
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え続けることの現実的な難しさがあると捉えられる。
　そして第二として、こうした状況の中での、本来は 4 年制大学が授与する学士号をコミュニ
ティカレッジが授与するという「新たなミッション」の動向についてである。これにより、特
定の職業分野に特化した学士号レベルの職業教育という地域、州からの要請に応えるとともに、
アメリカ社会において 4 年間の高等教育を受ける機会の拡大をもたらすことにもなりうる。し
かし、これらのことに加えて指摘できるのは、地域内においてコミュニティカレッジと 4 年制
大学の間で、あるいは州内のコミュニティカレッジの間で、提供する教育プログラムの調整が
推し進められてきたという点である。つまり、従来と同様に多様なミッションのもとでの展開
はコミュニティカレッジにおいて継続しながらも、とくに地域の要請が様々で、また変容しう
る職業教育のプログラムにおいてこうした調整が政策的に図られている。特定エリア内におけ
る高等教育機関の間での教育内容の調整機能としてその意義は大きく、日本の高等教育（大学、
短期大学、専門学校、そして、2019 年度より創設される「専門職大学・短期大学」）において
もきわめて示唆的であると考える。今後、そこでの具体的な調整のプロセスと調整機能が果た
す実質的効果について精緻に分析していきたい。
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